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「一般事業主行動計画策定・変更届」
の記載と届出について

広島労働局 雇用環境・均等室

資料№２－２（＝資料№１－２）
女性活躍推進法に基づく一般事業主行動計画を策定しましょう！（パンフレット）
を併せてご参照ください。



女性活躍推進法

行動計画（写）
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女性活躍推進法

行動計画策定届
（様式第1号）

２ 行動計画を添付する場合１ 通常の場合

行動計画を策定した旨の労働局への届出

～ 届出書類 ～

女性活躍推進法

行動計画策定届
（様式第1号）

全て記載が必要です
策定届の第2面、第3面の
記載は不要です

策定した行動計画をもとに、行動計画策定届に必要事項を記載します



両法の要件をいずれも満たし、かつその計画期間を同じとする場合に、
両法の行動計画の策定、届出を一体的に行うことができます。
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次世代育成支援対策推進法との一体型

女性活躍推進法
（第８条第２項、第３項）

次世代育成支援対策推進法
（第１２条第２項）

計画期間 計画期間

達成目標（数値目標） 達成目標（数値目標に限らない）

取組内容及び実施時期 対策内容及び実施時期

基礎項目（４項目全て）の把握・課題分
析

※～取組や課題を把握し～必要な対策を実
施していくことが重要である（行動計画策定指
針）。

以下に該当される場合、新たに女性活躍推進法の行動計画を策定されるにあ
たっては、一体型様式での届出についてもご検討ください。
●現在取組中の、次世代育成支援対策推進法の行動計画期間が令和４年３月
３１日までに終了する。
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（１）単独様式（様式第１号） （２）一体型様式（様式第２号）

届出様式

・行動計画期間が次世代法と同一でない場合
・次世代法と女活法と別々に届け出る場合

次世代法と女活法の行動計画を一体的
に策定し、その計画期間が同一の場合
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策定届の記載について（※参考様式）

第1面
・事業主名、代表者氏名（法人の場合）
・住所、電話番号
・常時雇用する労働者数
・行動計画策定日
・行動計画の期間
・労働者への周知方法
・行動計画の外部への公表方法
・情報の公表方法
・状況の分析の概況
・担当部署、担当者氏名 を記載

ふりがな漏れ 策定日が計画開始より後

８（１）の○の記載漏れ

誤りやすいもの

策定・変更の「変更」に〇がある

パンフレット
１３ページ



第2面 第3面

～策定した行動計画の内容を第2面、第3面に転記します～

・設定した数値目標 ・目標の分類 ・取組の内容として定めた事項
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行動計画 ≠ 策定届

数値目標が設定されていない

誤りやすいもの

行動計画を添付して労働局に提出する場合

第2面以降の記載は省略（未記載）可能です

取組内容の○が計画内容と合致していない
（計画内容にない取組に○をしている）

パンフレット
１４、１５
ページ



記入例をご確認下さい

～誤りが多い例～

（１）行動計画未策定のまま策定届を提出（行動計画≠策定届）
（２）○の記載漏れ（策定 / 周知、周知・公表方法、基礎項目実施済欄など）

（３）ふりがな漏れ（一般事業主の氏名又は名称、（法人の場合）代表者の氏名）

（４）計画策定日が計画期間開始日より後の日になっている

（５）「その他」選択→詳細未記入
（６）選択項目記載欄（任意）に基礎項目を記載

（７）数値目標 未記入又は数値目標以外を記載（※行動計画添

付を除く）

（８）取組の内容の概況に○の記載漏れ又は実際の計画にない内容

に○がついている（※行動計画添付を除く）

記入例・注意点（女性活躍推進法策定届）
パンフレット

１３～１５
ページ
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記入例・注意点（一体型策定届）

～誤りが多い例（次世代法部分）～

（１）行動計画未策定のまま策定届を提出（行動計画≠策定届）
（２）○の記載漏れ（策定／周知、周知・公表方法欄など）

（３）ふりがな漏れ（一般事業主の氏名又は名称、（法人の場合）代表者の氏名）

（４）計画策定日が計画期間開始日より後の日になっている

（５）外部へ公表した日又は公表予定日が届出日から3ヶ月を超える日
となっている

（６）「その他」選択→詳細未記入
（７）認定申請予定有無（くるみん、プラチナくるみん）→空欄
（８）認定希望有→次世代育成支援対策の内容欄の○が、２ （１）～そ
の他のみ（※有／未定の場合は１（１）～（２）に○が必要）

記入例を確認下さい

パンフレット

１６～１８
ページ
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～策定・届出等はお早めに～

●個別相談会（随時開催中）に参加して、直接、ご相談ください。

【一般事業主行動計画策定届の提出、問合せ先】
広島労働局雇用環境・均等室
〒730-8538 広島市中区上八丁堀６－３０ 広島合同庁舎第２号館５階
電話０８２－２２１－９２４７

○郵送での届出で労働局の受理印が必要な場合、切手貼付（特定記録分）
の返信用封筒を同封ください。

○策定・届出等が遅れた場合、女活法第30条に基づき、助言・指導となる場
合があります。

○将来、労働局が女活法第30条に基づく報告を求める場合があります。そ

れぞれの実施状況は保管ください。


